
 

インドにおけるＪＶ形態での 

事業運営に関する経営管理 

東京税理士法人  原田 康裕 氏 
ＧＧＩ国際弁護士法人 代表弁護士 古川 直 氏 
東京社会保険労務士法人 社会保険労務士 斎藤 清二 氏 

当セミナーでは、インドの現在の経済環境を南インド中心にお話させて頂くとともに、JV (ジョイ
ントベンチャー) 形態でインドへの進出を検討されている企業様に対して、合弁契約書の作成か
ら事業開始までの手続き一巡を解説いたします。 
加えて、事業開始後のコンプライアンス業務等、また、JV 形態で事業を行うにあたっての注意

点をケーススタディで解説します。  

●日 時●  ２０１５年４月２３日（木）１３：００～１７：００ 

●会 場●  企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 

4/23 

（木） 

１３：００ 

第１部 税務（担当講師：原田康裕氏） 

税務パートでは、インドにおける JV ばかりではなく、JV により派生する
業務の一部が日本及びインド以外の国におよんだ場合の取引関係に
ついて、以下の税の観点からご説明いたします。 
 
１．移転価格税制 
２．源泉所得税 
３．消費税の輸出取引                         
 
第２部 法務（担当講師：古川直氏） 

法務パートでは，事業開始前後における法律手続きや問題点を解説
いたします。 
 
１．事業開始前 

・JV形態でインドに進出する意味 
・合弁契約書を作成する手続き 
・事業開始前に必要な法的手続 

２．事業開始後 
・コンプライアンス上の問題点について 
（２０１３年改正インド新会社法を中心に） 

 
第３部 労務（担当講師：斎藤清二氏） 

労務パートでは、JV 形態での進出における労務に関するメリット、デメ
リットや、おさえておかなければならない合弁に出資する企業との役
割および労使関係にかかるコンプライアンスについて説明します。 
 
１．インドの労働法 
２．インドの社会保険法 
３. JV 形態でのメリット、デメリット 
４．日本人赴任者への対応 
 
※当日会場にて、『クロスボーダーM&A 新興国における投資動向・法律・外資規制』『イン

ドの投資・M&A・会社法・会計税務・労務』（ＴＣＧ出版）を配布する予定です。 
 
※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

開催にあたって 

151230-0101  インドにおけるＪＶ形態での事業運営に関する経営管理 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

税込・書籍代含 

インドにおけるＪＶ形態での事業運営に関する経営管理 

４１，０４０円（本体価格 ３８，０００円） 

１７：００ 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 

後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申し込み後のキャンセルはお受けいたしかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願い致します。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 

 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 
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